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経済論叢(京 都大学)第160巻 筆3号,1997年9月

鉄鋼業における硫黄酸化物排出削減への

各種環境政策手段の寄与(2)

松 野 裕

Ivsox削 減手段の実績 と政策手段の影響

まず 各Sox削 減手 段 の実 績 を み て,次 にそ れ に対 す る前 章(論 文(1),第

159巻 第5・6号)で 分 析 した諸 政策 手 段 の効 果 を考 察 す る。

〔1)生 産量の減少

一 貫 製 鉄所 の粗 鋼 生産 量 は1973年 度 に ピー クに達 し
,70年 代 は減 少 傾 向,80

年 代 は横 這 い 状態 で あ った,と い う こ とが で き よ うn。80年 代 は73年 の ピー ク

時 に比 べ て70-80%の 生 産 で あ り,そ の 他 の対 策 が な くと もSOx排 出量 は20

～30%は 減 少 す る はず で あ る
。 しか し,高 炉 各 社 が そ の 総 粗 鋼 生 産 量 をSOx

対 策 の た め に減 少 させ た とい う記 述 は 見 あ た らない ので,そ の 弍 うな 手段 は採

られ な か った もの とみ なす 。

ま た,.各 製鉄 所 毎 の生 産 量 につ い て は,ユ970年 代 の初 め には 排 出 寄 与 の 大 き

い焼 結 鉱 の生 産 を応 急 的 に減 ら し,高 炉 に直 接 投 入 で きる塊 鉱 で補 っ た りす る

と ころ もあ った。 ま た,焼 結 工程 を 海外 に移 転 した と こ ろ もあ る2:b

次 に,企 業 内の 製 鉄 所 問 の 粗.鋼生 産量 の調 整 につ い て 考 え る。 図5,6に 例

と して2社 の.各製 鉄 所 の 粗鋼 生 産量 を示 す 。 各 製 鉄 所 ご とに 生 産 量 の推 移 のパ

ター ンに は大 きな違 い が あ り,図 に お い て 生産 量 が0付 近 か ら立 ち 上 が っ て い

1)鉄 鋼新 聞社1鉄 鋼年鑑」 各年版。

2>テ ック スレポー ト 「輸.入鉄鉱石年鑑」1978年 度版25ペ ー ジ。
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図5新 日鉄 粗鋼 生産量
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鉄 鋼 新 聞社 『鉄 鋼年 鑑 』 各年 版 を用 い た。 図6も 同 じ。
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る新 た に生 産 を始 め た 製鉄 所 ほ ど1973年 度 と比 較 した 生 産 量 の 減 り方が 少 な い

.か,も し くは横 這 い か ら増 加 して い る こ とが わ か る。 こ う した 生 産 量 の違 い は

.各 製鉄 所 のSox排 出量 に大 きな 影響 を与 え る。

1970年 代 初期 の焼 結 鉱 の 減 産 につ い て は,そ の こ ろ既 に 存 在 し,そ れ らを促

進 せ しめ た 政策 手 段 と して 考 え られ る もの と して は直 接 規 制 しか な い 。 直接 規

制 の 中 で も.最も厳 しい もの は公 害 防止 協 定 と考 え られ るか ら,協 定 が こ こで は
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効いていた,と いえる。汚染寄与の大 きい一.r程の海外への移転 も,同 様であ

る%

順序が前後するが,公 害防止協定には,高 炉等の製鉄所の施設の新増設にあ

たって締結され,あ る目標値の達成やSOx対 策等の実施がなされない場合に

は建設または操業を見合わせるとする条項が.入れられることがしばしばあるが,

企業はみな新増設を行なうために諸対策を行なってきており,建 設や操業を見

合わせる選択肢を選ばなかった。このことは,新 増設をあきらめる費用が公害

防止諸対策の費用より大 きかったからだと考えられ,総 粗鋼生産量の減少が規

制等に起因するものでないごとを示 していると思われる。

各社毎の製鉄所間の生産量の調整については,そ の内容が地域ごとに異なる

ところの直接規制と公健法賦課金が関係するものと考えられる。グラフをみる

と確かにこれらの内容がより厳 しい ところほど生産量の比率を落 としている傾

向があるが,新 日鐵の名古屋 と釜石 ・室蘭との関係など必ずしもそうでない場

合 もある。それよりも,新 しい製鉄所は新しい技術を取 り入れ,よ り効率的な

生産ができるから,そ の生産比率が仲びているのだと見たほ.うがわか りやすい。

実際は,規 制等と生産効率性の両方の兼ね合いであろうと思われる。

② 鉄鉱 石の低硫黄化

鉄鉱 石 中 に含 まれ る硫 黄 分 は 鉄 鋼 製 品 に残 留 した場 合 に製 品 の 品 質 を 落 とす

不 純 物 の一 つ で あ り,鉄 鉱 石 の 輸 入契 約 に あ た っ て は これ 以 上 の 硫黄 分 を 含 ま

な い とい う保 証 品 位 が 定 め られ て い る 。鉄 鉱 石 の輸 入 依 存度 は70年 代 初 めか ら

ほ ぼユ00%で あ り,輸.入 鉱 石 中 の硫 黄 分 が 一 貫 製鉄 所 のSOx排 出 量 を大 き く左

右 す る。 輸 入 鉄 鉱 石 の 硫 黄 分 の保 証 品位 の加 重 平 均(保 証 品位 が分 か った鉄 鉱

石 の 割 合 は94-100%)を み る と,1972,75.80,85年 度 に それ ぞ れ0.ユ9%,

0.D8%,0.05%,0,05%で あ った41。鉄 鉱 石 の硫 黄 分 に関 す る保 証 品位 と実 際 の

3)川 崎製鉄株式会社 〔1976〕『川崎製鉄二十五年k-195ペ ー ジ。

4)テ ックス レポー ト 『輸入鉄 鉱石.年鑑 各年版。
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品 位 との 関係 につ い て は デー タが な い が,鉄 鉱 石 の代 表 的 な不 純物 で あ る燐 と

ア ル ミに つ い て は,そ れ ぞ れ1985年 に輸 入船10隻 以 上 の入 荷 が あ った鉄 鉱ti31,

27銘 柄 に つ い て計 算 す る と,実 際 の 平 均 品位/保 証 品位=12-99%(単 純 平 均

61%),11-97%(単 純 平 均61%)で あ っ だ1。 ま た,1970年 度 の輸 入鉄 鉱 石 の

平 均 硫 黄 分 は0.12%程 度 で あ った との 文 献 が あ りら),長 期 契 約 な どの 要 因 か ら

70年 か ら72年 にか け て は まだ 輸.7、硫 黄 分 の 変化 は お きて い な か った と仮 定 す る

と,こ の値 も保 証 品位 の 平 均 値 の63%と な る。 そ こで,実 際 の 品位 の平 均 値 は

保 証 品 位 の 平均 値 の お お よ そ6割 程 度 で安 定 して い る と仮 定 す る こ と にす る。

す る と,輸 入 鉄 鉱 石 の 実 際 の 硫 黄 分 の 加重 平均 値 は,72年 の0.11%か ら75年 は

0.05%に 急 激 に減 少 し,そ の 後 はゆ っ く り減 少 して,80年 以 降 は0.03%程 度 で

安 定 して い る と考 え られ る。

また70年 代 に は,社 内調 整 に よ り,高 硫 黄 鉄 鉱 石 を,規 制 が 緩 く公 健 法賦 課

料 率 の 低 い 地 域 の 製 鉄所 に割 りあ てた とい う文 献 お よび聴 き取 り調 査 の 結 果 が

あ り,そ れ を 裏付 け る デ ー タ もあ るη。

鉄 鉱 石 の 低硫 黄化 に は設 備 投 資 が 不 要 で あ るか ら,こ れ に関 連 す る政 策手 段

は直 接 規 制 と公 健 法 賦 課 金 で あ り,低 硫 黄 化 に かか る限 界 費 用 が公 健 法賦 課 金

の 賦 課 料 率 よ り低 けれ ば,公 健 法 賦 課 金 が削 減 に寄 与 した可 能 性 が あ る.,鉄 鉱

石 の 低 硫 黄 化 にか か る 費用 は,鉄 鉱 石 中 に 含 ま れ る硫 黄 分 に よ る価 格差 で あ る

と考 え られ る。 鉄 鉱 石 の価 格 は,輸 送 距離,鉄 分 お よ び.各種 不 純物 の含 有 率,

粒 径 等 に よ り決 ま る こ とが 知 られ て お り,十 分 な デ ー タが そ ろ え ぼ 多重 回帰 分

析 か ら硫黄 分.含有 比 率 の 寄 与 を求 め る こ と もで きるが,こ こで は 簡単 の ため に

鉄 分 お よ び不 純 物 の契 約 上 の 保 証 品位 よ り悪 い 品位 が 納 入 さ れ た場 合 のペ ナ ル

5)日 本鉄鋼 連盟鉄鋼原 料品位調査 委員会 「鉄 鉱石の船 間バ ラツキ調 査表」(テ ックス レポー ト

『輸入鉄鉱石年1986年 度版239ペ ージ)よ り計算 した。

6)1973Tの 産業構造審議会デー ダ 〔テ ックス レポー トRA人 鉄鉱石年鑑」1973年 度版214ベ ー ジ)。

7)新 口木製鐵 株式会社 君津製鉄所 〔1985〕『日々新 たに一 君津製鉄所20年 史」(総 合史)202ペ ー

ジ,新 日本 製鐵株式 会社釜:百製鉄 所 〔1986〕「鉄 と共 に百年」(部 門史)282-285ペ ー ジの.ペ

ルーマルコナ鉱石(高 硫黄)入 荷推 移,等 による。
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テ ィ値 に着 目す る。 ペ ナ ル テ ィ値 は,各 成 分 の品 位 の悪 化/%当 た り何 セ ン ト

とい うよ うに決 め られ て い るが,も しペ ナ ル テ ィ値 が 銘 柄 間 の硫 黄 分 に よ る価

格差 よ りも大 きけれ ば,出 荷 側 は保 証 品位 を 下 回 る分 につ い て は それ を よ り悪

い保 証 品位 の銘 柄 と して販 売 した方 が 得 で あ り,逆 に,ペ ナ ル テ ィ値 が 銘 柄 間

の硫 黄分 に よ る価 格 差 よ り も小 さ け れ ば,購 入 側 は も と も と保 証 品位 の幾 分 悪

い銘 柄 を購 入 した 方 が得 で あ るか ら,ペ ナ ル テ ィ値 は銘 柄 毎 の硫 黄 分 に よ る価

格差 とほ ぼ等 しい はず だ と考 え る こ とが で き る。 一 方,不 純 物 で は な く鉄 分 に

つ い て は,保 証 品 位 よ り良 い場 合 の ボ ー ナ.ス値 が 設 定 され て お り,こ の ボー ナ

ス値 が 鉄 分1%当 た りの価 格 とほ ぼ一 致 し,こ の値 は銘 柄が 違 って もあ ま り違

い が な い こ とが わ か って お り,ペ ナ ル テ ィ値 に つ い て は ボ ー ナ ス 値 の ユー1.5

倍 とな って い る㌔ これ らの こ と を あわ せ て考 え る と,硫 黄 分 等 の 不 純 物 のペ

ナ ル テ ィ値 は,銘 柄 間の 不 純物 含 有 分 に よ る価 格 差 の 上 限値 で あ る と考 え るの

が 妥 当 で あ る。 賦 課 料 率 との 比 較 の た め に,口 才 円 に換 算 し,ま た,鉄 鉱 石 中

の 硫 黄分 の うち焼 結 炉 で ガ ス化 す るの は80%で あ る と仮 定 し,ペ ナ ル テ ィ値 の

判 明 した 銘 柄 につ い て.硫 黄 分 保 証 品 位 と ガス 化 す る硫 黄 分1kg当 た りの ペ

ナ ル テ ィ値 を 計 算 す る と図7の よ う に な る"♪。 この 値 が,鉄 鉱 石 の 硫 黄 分 低 下

に よ るSoxの 限界 削 減 費用 と考 え られ,こ れ を み る と1973-86年 を通 じて110

円/S分kgよ り小 さ い こ とが わ か る。 さ ら に,製 鉄 所 にお い て は 製 品 中 に硫

黄 分 が 残 留 しな い よ うに硫 黄 分 を除 去 す るが,硫 黄 分 が増 え る ほ どそ の 費 用 は

増 大 す る か ら,そ の費 用 を差 し引 くと,.硫 黄分 の低 い鉄 鉱 石 を購 入す る こ とに

か か る実 質 的 費 用 は さ らに 小 さ くな る とい え る 。 一 方,soxで な くS分kgで

あ る こ とに 注 意 しなが ら,各 年 の 排 出 に賦課 さ れ る翌 年 度 の公 健 法賦 課料 率 を

表6に 示 しこれ と比較 す る と,指 定 地 域 で は76年 度 時 点で 料 率 が ガ ス化S分 当

た りの ペ ナ ルテ ィ値 を 上 回 っ て お り,84年 度 以 降 は賦 課.料率 の低 い その他 地域

の賦 課 料 率 で さえ そ の 値 を 上 回 っ て い る.。この こ とは 公健 法賦 課 金 が 鉄 鉱 石 硫

8)テ ックス レポー ト 『輸入鉄鉱石年鑑』.各年版。

9)ガ ス化率=80%は 新 日鐵資料.によるQ
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図7鉄 鉱石 硫黄分 保証 占占位 とガ.ス化す る硫 黄分1kg

当た りのペ ナルテ ィ値(ガ ス化率;80%)
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テ ッ クス レポ ー1・ 『輸 入 鉄 鉱石 年 鑑」 客 年版,U本 銀 行 「経 済 統 計年 報 ↓ 平

成5年 版 を用 い た 。

黄 分 の低 下 に寄 与 しお 可 能 性 を予 想 させ るが,平 均 硫 黄分 の低 下 は70年 代 に急

激 に起 こ り80年 代 に入 って か らは安 定 して お り,賦 課 料 率 がSQx限 界 削 減 費

用 よ り低 い と き に硫 黄分 は急 激 に低 下 した とい う逆説 的 な こ とに な る。 こ こで,

輸 入 鉄 鉱 石 の硫 黄分 保 証 品位 構成 を み る と硫 黄 分 保 証 品 位 が0.04-0.05%の も

のだ けで,1972,75,80,85年 度 にそ れ ぞ れ62% ,62%,50%,62%と い うよ

う に,一 部 の 品位 に構 成 が 偏 って い る。 さ らに,日 本 の鉄 鉱 石 輸 入 量 が.世界 の

全 貿 易 量 の 過 半 を 占 め て きた こ とを考 慮 す る と,Sox対 策 の た め の 硫 黄 分 が

低 い もの だ けで は必 要 量 の確 保 は で きなか った もの と考 え られ る。

総合 す る と,鉄 鉱 石 の 硫 黄 分 の低 下 は,70年 代 の直 接 規 制 対 応 に よ り急 激 に.

もた らされ,公 健 法 の 賦課 料率 は指 定 地 域 に おい て70年 代 半 ば か ら この手 段 に

よ るSoxの 限 界 削 減 費 用 よ り高 くな った が,低 硫 黄 鉄 鉱 石 の 供 給 の 有 限 性 か

ら,鉄 鉱 石 硫 黄 分 の 総 平均 値 を減 少 させ る こ とは なか った,と い え よ う。

ただ し,賦 課 料 率 は地域 に よ リユO倍以 上 の 差 が あ り,企 業 内 調整 に よ り賦 課

料 率 の低 い 地 域 に硫 黄 分 の 高 い鉄 鉱 石 が 割 り当 て られ た こ とは 十分 考 え られ る。

70年 代 初 期 に公健 制度 が成 立 す る以 前 につ い て は,直 接 規 制 の みが 企 業 内調 整
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表6硫 黄分1kg排 出 当 た り.賦課 金 額(1'1....s分kg)

大 阪 . 岡 山 その他地域

1974年 度

75年 度

76年 度

77年 度

78年 度

79年 度

80年 度

81年 度

82年 度

83年 度

84年 度

85年 度

86年 度

87年 度

88年 度

89年 度

90年 度

11

54

147

376

542

905.

1.061

1,095

ユ,348

1,791

2,145

2,323

2,899

3,754

3,339

2,801

2,556

11

54

147

215

211

317

345

365

449

660

790

856

1,068

1,482

1,354

1,167

.1,096

1

6

6

0

3

0

9

2

7

5

5

6

0

0

4

4

1

1

3

3

5

5

6

7

0

2

3

7

2

9

6

4

1

1

1

1

2

1

1

1

大阪 と岡Illは指定地域。指定 地域 の東京 ・名 占屋 ・神戸 ・千葉 ・

四H市 ・富 士 ・福 岡地域 の料率 は,.大 阪 と岡山の料率の 間の値 をと

る。

1988年 度 か らは賦課 金額 に拠 出額(い ず れも現在分)を 加 えたも

のD

公害健康被害補償予防協会(1994)「 公害健康被害補償予防協会

20年のあゆみ』を用いた。

を説 明で き るが,直 接 規 制 の緩 い とこ ろは 一 般 に公 健 法賦 課 金 の賦 課 料 率 も低

い ので,公 健 制 度 が成 立 した70年 代 中盤 以 降 は,公 健 法賦 課 金 も企 業 内調 整 の

一 因 とな った 可 能性 は否 定 で きない
。

鉄 鉱 石 で は な いが 焼 結 原 料 と して使 用 さ れ,硫 黄 分 が 高 い た め に少 量 なが ら

もsox排 出 寄 与 の 大 き い 硫 酸 燐 鉱 の 使 用 量 の 減 少 は,既 に1960年 代 か ら始

ま っ てお り,こ れ に寄 与 し うる政 策 手 段 は 直接 規 制 しか あ り得 ないL%

1① 硫酸焼飯の使用量 は注S文 献1975年 度版18ペ ージ。
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〔3}原 料炭の低硫黄化

原料 炭 中 の硫 黄 分 も鉄 鉱 石 の そ れ と同 じ理 由 で輸 入 契 約 にあ た って は保 証 品

位 が 定 め られ て い る。 原 料 炭 の 輸 入 依 存 度 は 契 約 ベ ー スで1973年 は87%,85年

は96%で あ り,こ れ の 硫 黄 分 の高 低 は ・貰 製 鉄 所 のSOx排 出量 を左 右す る。

保 証 品位 の デ ー タが あ った 輸 入 原 料 炭(全 体 の91～ ユ00%)の 硫 黄 分 の加 重平

均 はユ973,76,80.85年 度 にそ れ ぞ れ0,64%,0.66%,0.67%,Q.63%で あ り,

ほ とん ど変 化 が な い111。原 料 炭 の 低 硫 黄 化 はSOx削 減 手 段 と して採 用 され な

か った と考 え られ る。

原 料 炭 の輸 入 契約 に お い て も鉄 鉱 石 の そ れ と同 じよ うに硫 黄 分 の保 証 品 位 が

守 られ な い場 合 の ペ ナ ルテ ィ値 が 決 め られ て い る。 原 料 炭 の ペ ナ ル テ ィ値 につ.

い て も鉄 鉱 石 の それ と同様 の議 論 が成 り立 つ の で,ペ ナ ルテ ィ値 の判 明 した も

の に つ い て,ガ ス化 す る硫 黄 分1kg当 た りの原 料 炭 の ペ ナ ル テ ィ値 を 図8に 示

す 。 原 料 炭 の 硫 黄 分 の ガ.ス化 率 は25%と 仮 定 しだ ㌔ これ を 鉄 鉱 石 の ガ ス化 硫

黄分 当 た りの ペ ナ ル テ ィ値 と比較 す る と 質 して鉄 鉱 石 の そ れ の 方が 低 い こ と

が わ か る。 それ ゆ え,鉄 鉱 石 の低 硫 黄 化が 手 段 と して 用 い られ た もの と考 え ら

れ る。 ま た,公 健 法 指 定 地 域 の賦 課料 率 は79年 度 以 降 は 原 料 炭 の ガ ス化 硫 黄 分

当 た りの ペ ナ ル テ ィ値 よ り高 くな って い るが,原 料 炭 の 世 界 貿 易 量 に 占 め る 日

本 の鉄 鋼 業 界 の輸 入 量 も鉄 鉱 石 と同様 に過 半 を 占め る よ うな状 況 で あ り,か つ

鉄 鉱 石 よ り も更 に銘 柄 間 の硫 黄分 の ば らつ きが 小 さい か ら,鉄 鉱 石 の 低硫 黄 化

が低 硫 黄 鉱 石 の有 限 性 か ら困 難 に な った時 に も原 料 炭 の 低硫 黄 化 は進 め られ な

か った と考 え られ る。

一 方
,企 業 内 に おい て 高硫 黄原 料 炭 を,直 接 規 制 が 緩 く賦 課料 率 の低 い とこ

ろ に 割 り当 て る こ とは 可能 で あ り,そ れ に は直 接 規 制 も公 健 法 賦 課金 も両 方 が

寄 与 し得 た可 能性 が あ る。

11)テ ックスレポー ト 「石炭年鑑」 各年 版よ り。また,仲 川仁三 〔1972〕39ペ ー ジには原料炭S分

現状0.7-0.8%と の記述が あ り,原 料炭 の場合 は保証 品位 と実際の 品位 の差が小 さいことが推察

される。

12)ガ ス化率一25%.は 新 日鐵資料 による。
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図8原 料 炭保 証 品位 とCOG化 す る硫 黄 分1kg

当 た りの ペ ナ ルテ ィ値 〔ガ ス化率=25%)

旧00

1600璽

tZ1400.

望

K1200

10・・

boo

t600

宝

界4〔,〔 〕
ぐ200

〔}0,51.」

保 証 品 位(%1

テ ッ ク ス レポ ーート 『原 料 炭年 鑑 」 『石 炭 年 鑑 』 各 年 版,日 本 銀 行 『経 済統 計

年 報 』 平 成5年 版 を用 い た。

図9一 貫 製 鉄 所 エ ネ ル ギ ー 使 用 景 ・構 成
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ト1本鮭 鍋 連 盟 〔1993〕 「一貫 製鉄 所 の 省 エ ネ ル ギ ー とそ の 成果 」,

省.1ニネ ル ギ ー セ ン タ ー 「省 エ ネ ルギー 便 覧 』 平 成6年 度 版 を用 い た 。　ヨ
Pじal三10」'cal

〔4)低 硫黄燃料の使 用

一 貫 製 鉄 所 で使 用 さ れ る 重油 等 の燃 料 の 硫 黄分 が全 体 的 に どの よ うに変 化 し

たか とい うデ ー タは 得 られ なか っ た。 各 メー カー の 社 史 や 各製 鉄 所 の所 史,大

気 汚 染 訴 訟 の 判 決 等 を み る と,1970年 代 に は重 油 の 低 硫黄 化 が 図 られ た とい う
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記 述 が 多 く存 在 し,そ うで あ った もの と考 え られ る。

図9に.一 貫 製鉄 所 で の エ ネ ル ギ ー使 用 量 と そ の 構 成 の 推 移 を示 す 。 エ ネ ル

ギ ー 構 成 と して は,石 油 系 エ ネ ル ギ ー(重 油 やLPGな ど)の.割 合 が 大 き く減

少 し 〔73年17%→85年2%),石 炭 系 エ ネ ル ギ ー(コ ー クス お よ び創 生 ガ ス な

ど)の 割 合 が 増 加(73年75%→85年94%)し て い る こ とが わ か る 。70年 代 に は,

重 油 に 変 えて 硫 黄 分 が 少 な い 灯 油 やLPGを 使 用 した り した,と い う記 述 が 社

史等 に あ るが,そ う した石 油 系 燃 料 間 の転 換 か ら,80年 代 に は石 炭系 燃 料 へ の

転換 が進 んだ,と 言 う こ とが い え る。.

図10に 単位 熱量 当た りの エ ネ ルギ ー価 格 の推 移 を示 す 。 図 をみ る と原料 炭 の

単 位 熱 量 当 た り価 格 につ い て,特 に1979年 以後,他 のエ ネ ル ギー 価 格 との 価格

差 が 拡 大 した こ とがわ か る。 これ が 石 炭 系 へ の エ ネル ギ ー転 換 を促 す こ とは 容

易 に推 測 され る。石 炭 系 へ のエ ネ ル ギー転 換 は,具 体 的 に は,高 炉 操 業 に お け

る重 油 吹 き込 み の微 粉 炭吹 き込 み へ の 転換,お よ び副 生 ガ スや 廃 熱 の 回 収 に よ

る も の と考 え られ る 。 高炉 ガ ス は も と も とSox排 出 寄 与 の 小 さ い ガ ス で あ る

か ら微 粉 炭吹 き込 み へ の 転 換 のSox削 減 寄 与 は小 さい と考 え ら れ る 。 ま た,

図10単 位熱量 当た り原燃料価格,一 一
lD.00

:器.
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一〇一 原料炭
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仁=LPLN:げ ロバン〕
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原 料 炭 は 暦年 平 均CIF価 格 〔テ ッ ク ス レポ ー ト 「石 炭 年 鑑』1996年 版 よ り〕。

〔:電 油 はH石 鉄 鋼 践一一スLIT価 格,灯 油 は 大 モ 鉄 鋼 向 け 価 格,LPGは プ ロ パ

ン.大手 鉄 鋼 向 け ロ ー リー 持 ち価 格 .LNGは 年 度 平 均crF価 格(セ キ ツ ウ 『石 油

価 格 統 計 集,1984,1989,1994年 版,C重 油 ・灯 油 ・LPGは 各年1D月1日 時点)、
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副 生 ガ ス の利 用 の 増 加 等 に つ い て は省 エ ネ ル ギー投 資 と関連 させ て議 論 す るの

が適 当で あ る。

よ っ て,こ こで は,原 料 炭 系 以外 の エ ネ ル ギー 間の 選択 につ い て考 察 す る。

図11に,含 有 硫 黄 分 と単 位 熱 量 当 た りのエ ネ ル ギー価 格 の推 移 を示 す 。 図 の

点 は,.各 年 に お い て左 か ら,LNG,LPG,灯 油,硫 黄 分 が そ れ ぞ れ0.3%,

1.6%,3.0%のC重 油,で あ る(単 位 熱量 当 た り硫 黄分 は順 に,0.0013,0.013,

0,Q27,0.28,1.5,2.8〔kg/Goal〕).ど の年 次 に お い て も硫 黄 分 が 最 も少 な い

LNGが ほ ぼ最 も安 い 燃 料 と な って い る。 これ は,LNGの 使 用 に よ ってSox

発 生 と燃 料 コ ス トの最 小 化 が 同時 に 図 れ る こ とを 示 して い る。 しか し,LNG

の使 用 ぽ 立 地 な ど に よ り制 約 を受 けや す い こ とが 考 え られ る ので ,LNGを 除

い た燃 料 につ い て 硫 黄 分 の差 に ζ る燃 料 価 格差 を示 した のが 表7で あ る。 これ

が こ れ らの燃 料 間 の 転 換 に よ るSox限 界 削 減 費 用 と な る。 これ と公 健 法 の 賦

課料 率 を比 較 す る と,75年 の段 階 で ほ とん どの公 健 法 指 定 地 域 にお い て 硫 黄 分

1.6%のC重 油 の使 用 が 燃 料 費 と賦 課金 額 の 和 を最 小 化 す る とい う観 点 か ら 正

当化 され,80年 で は 大 阪 や 東 京,名 古 屋 な どの 地 域 で硫 黄分0.3%のC重 油 の

図11含 有硫 黄分 と単位熱 量当た りエ ネルギ ー価格

10.00
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刃
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価 格 につ い て は園 田 と同 じ資 料 を用 い た.

灯 油,LPG.LNGの 硫 黄 分 は 環 境 庁 資 料 を参 考 に標 準 的 と思 わ れ る 値

を採 用Lた 。
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表7単 位 硫 黄分 当 た り燃 料・価 格 差(円/S分kg)

重油換算S分(%) 3-1.6 1.6-0.3 0.3-0,029 0.028-O,014

単位熱量当た りS分

(kg/Gcal)
2,8-1.5 1.5-0.29 0.29-0,026 0,026-0,013

1973

1975

1980

1985

123

230

215

215

430

587

546

323

378

2,094

3,845

1,667

6,951.

61、2〔10

4,240

1,667

図10.図11と 同 じ資 料 か ら作 成 。

使用が正当化され,85年 には大阪,東 京でLPGの 使用が正当化されるまでに

なっている。一方,そ の他地域では...一貫 して賦課料率は単位硫黄分当た り価格

差より低く,公 健法賦課金は石油系燃料の低硫黄化を正当化 しない。公健法の.

賦課金がSox削 減に寄与したかどうかは直接規制値がどの程度であったかで

左右されるが,大 阪市 ・堺市のような賦課料率の高い地域にあ りながら公害防

止協定を締結 していない3つ の製鉄所などでは,公 健法賦課金がLNGを 除く

石油系燃料の低硫黄化に寄与 した可能性がある。 しか し定量的にどの程度で

あったかを示す公表されている資料は見あたらない。

㈲ 脱硫設備の設置

一 貫 製 鉄 所 にお け る脱硫 装 置 の 主 な もの は
,焼 結 炉 排 煙 脱 硫 装 置 とコー クス

炉 ガ ス(COG)脱 硫 装 置 で あ る。 表1(論 文(1),第159巻5・6号,108-109頁)

に,そ れ ぞれ の装 置 の 各 製 鉄所 で の設 置 年 が 示 して あ る。 ほ とん どが1970年 代

に設 置 さ れ て い るが,中 に は80年 代 に 入 っ てか ら設 置 され て い る もの もあ る。

ま た,全 く設 置 され て い な い 製 鉄所 もあれ ば,い くつ も導入 さ れ て い る とこ ろ

もあ る こ とが わ か る。 脱硫 効率 は,一 般 的 にCOG脱 硫 装 置,焼 結 炉 排 煙 脱 硫

装 置 と もに90%以.ト と考 え られ るが,そ れ ぞ れ の装 胃 の規 模 や 設 置 以 降 の稼 働

状 況 は必 ず し も明 らか で な く,全 体 的 に どの程 度sox削 減 に 寄 与 した か は不

明 で あ る。 しか し,処 理 ガス量100%を 仮 定 す るな ら,そ れ ぞ れ に お い て劇 的
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なSox削 減 を 達 成 す る と考 え られ る 。

COG脱 硫 装 置 に つ い て は,そ の 費 用 に つ い て 十 分 な 資 料 が 得 ら れ な か っ た

の で,こ れ に つ い て の 考 察 は 本 研 究 で は 行 な わ な い 。 排 煙 脱 硫 設 備 に つ い て は ,

日 本 産 業 機 械.1:業 会 の 資 料 に よ れ ば,処 理 ガ ス 量 をQ万Nm3塩 と す る と,

1974-75年 の 調 査 結 果 を1980年 ベ ー ス で 試 算 した も の と し て ,資 本 費 以 外 の 経

常 費 用=0.3136Q+0.4(億 円/y),資 本 費=0.352R"'8(億 円/y)と い う 関 係

式 が 与.え ら れ て い る1%こ の 資.奉 賛 は,建 設 費 用=1.6QO・ 呂(億 円)の22%と

な っ て お り,耐 用 年 数7年,金 利=12～13%の 場 合 の 資 本 回 収 係 数 を 建 設 費

用 に 掛 け た も の と考 え ら れ る1。。 しか し,こ の 耐 用 年 数 は 短 縮 さ れ た 耐 用 年 数

で あ り,こ の 値 を 用 い る と 資 本 費 は 過 大 と な る 。 実 際 の 使 用 耐 用 年 数 は 聞 き取

.り調 査 に よ れ ば20年 程 度 で あ る が,そ れ ぞ れ の 装 置 が 実 際 ど の 程 度 動 い て い る

か の デ ー タ が な い の で,こ こで は と り あ え ず 短 縮 さ れ る前 の 法 定 耐.用 年 数14年

を 採 用 す る こ と に す る151。 ま た 金 利 に つ い て は と りあ え ず 長 期 プ ラ イ ム レー ト

を 採 用 す る こ と に す る 。 上 記 の 建 設 費 の 式 を そ の よ う に 訂 正 した 上 で,電 力 価

格 な ど の 変 動 を 考 慮 し て 計 算 す る と,年 間 費 用 は 図12の よ う に な る 。 建 設 費 用

は 全 体 の20一 一30%で あ る 。 さ て こ こ で,前 の 章(論 文:功 で そ の 計 算 式 を 導 い

た と こ ろ の 低 利 融 資,耐 用 年 数 の 短 縮,特 別 償 却,固 定 資 産 税 の 非 課 税 の 補 助

金 相 当 額 の 和 を 計 算 す る と1975年 度,80年 度 ,85年 度 に お い て,そ れ ぞ れ 投 資

額 の18%,13%,12%(2.8%)と な っ て い る.16}。こ れ は 非 課 税 の 補 助 金 相 当 額

だ か ら,一 般 の 経 費 に 直 す と,法 人 税 等 の 実 効 税 率 を50%と 仮 定 して,そ れ ぞ

13〕 日本産業機械工業会 「昭和60年 度ぼい煙対策技術 調査報告書』160ペ ー ジい経常 費用 の内容 は,

電力費,薬 品費,蒸 気 費,労 務費,ア フダーバ一二 ング費,に 分解 されてい る.

14)12…13%LS長 期 プライム レー.ト1990年 度平均(各 月1日 の金利 の単純平均)9 ,267%と 比較 す

る とかな り大 きいので,資 本収益率 を採用 している とも考 えられ る。

15)こ こで の聞き収 り調査 は,1996、5,28実 施 の新 日鐵八幡製鉄所での もの。

16)計 算式(論 文〔1))中の ゴ,〆はそれぞれ長プラ,開 銀1-3年 目金利(π 公 害防止事業 団の個別

施設 ノく企 業向け金利}毎 月1日 の値の年度平均,e=0.5,ゴ=ゴ,獅=10,"=14,α.=7,〃 ・=0.5,

0.27,0.22(年 度順).`=10,7,7(年 度順),'=0.5,'「=0、Ol4,ぶ=0,と した。1975年 度 は固定

資産税 の非課税が未導入であ ることを考慮 した,各 社 の有価証券報告書による と1983,86年3月

決算では赤字 のメーカーが 多いので,85年 度については括 弧内に赤 字の場合(∫=0)の 試算値 を

示 した,
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電 力料金 は大1[電 力総合 苧価 〔電気事業便覧各年度版),燃 料価格 は硫黄分L6%のC

重油価絡(セ キツウ 「石油価格統計集』1984.89,り4年 版)を 用いた。

薬品 ・蒸気価 格.労 務費 はH水 産業機械L裳 会文献の値 を,そ れぞれ国 内卸 売物価

指 数,製 造業 名目貸金指数 〔いずれ もH本 銀行 『経済統計年 報』'.r成5年 版 〕で補IK

した。

長期プ ライム レー ト 〔:L記年報平成5,昭 和56年 度版)は 毎月1.Hの レー トを年度

毎 に丁均 し用い た。操業時間 は年間8000時 間を仮定 した。

れ投 資 額 の37%,25%,24%の 減 額 とな る。 しか し,投 資 額 を 実 質 減額 して も,

そ れ だ けで は汚 染 削 減 イ ンセ ンテ ィブ を与 え ない 。 排 出 税(こ こで は公 健 法 賦

課 金)と 併 用 され る と汚 染 削 減 イ ンセ ンテ ィブ を与 え得 る。 焼 結 炉排 煙 脱硫 装

置 の 設 計 上 の 入[SOS濃 度 は300-800ppm程 度 で あ り,処 理 ガ ス量 は30万

～100万Nm3/hが 標 準 的 で あ り,脱 硫 効 率90%を 仮 定 す る と,処 理 ガ ス量100

.万Nm3加 な らば.2-6百 万Nm}〆h年 のSO,が 除 去 され る17〕。50万Nm3/hな ら

そ の 半分 で あ る。 つ ま り処 理 ガ ス量100万Nm'/hな らば,賦 課 料 率 が100円/

Nm',1000円/Nm3の 時 に,そ れ ぞ れ,2～6憶 円/年,20-60億 円!年 の賦 課

金 支 払 い を ま瞭 が れ る こ とに な る。 この額 と排 脱 装 置 の年 間 経 費 を比 較 す る と,

最 も賦 課 料 率 の 高 い大 阪地 域 で 考 えた と き,1982年 の 頃 に は試 算 値 の 下 限 レベ

17}人 口SO7濃 度,処 理 ガス量は プロ ジェク トニュース社 〔1994〕『排煙 脱硫 ・脱 硝装置 の現 状

Hl等 による.ま た同書から脱硫効率90%は 標準 的といって よい。
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ルの免 れ る賦 課 金額 が排 脱 装 置 の 年 間経 費 を上 回 る よ うに な って い る。 この こ

とは処 理 ガ ス量 が100万Nm'/hで も50万Nm3〆hで も い え る。 指 定 地域 の 東 京

地 域で は85年 頃,他 の指 定 地 域 で は86年 頃 には そ の よ うに な つ.てい る。 一 方,

その他 地 域 で は,賦 課料 率 は そ の よ うな レベ ル よ りず っ と低 い 。 さて,先 の 補

助 金が,排 脱装 置 の年 間 費用 の20-30%を 占め る建 設 費 用 を,20-30%程 度 減

額す る こ とに な るか ら,年 間費 用 の 最大10%程 度 を減 額 す る こ とに は な るが,

賦課 料 率 の 上昇 幅 が 大 きい の で,先 に述 べ た免 れ る賦 課 金 に よ る排 脱 装 置 設置

正 当化 の 年 次 を1年 程 度 早 め る程 度 の 効 果 を持 つ にす ぎ ない 。

上の 計 算 で は,排 脱装 置 の費 用 を高 め に,排 脱 装 置 の設 置 に よ り免 れ る賦 課

金 額 を低 め に と って お り,賦 課 金 の効 果 を厳 し く評価 して い るが,お お よそ 焼

結炉 排 煙 脱 硫 装 置 の 設置 につ い て,70年 代 に設置 さ れ た もの は直 接 規 制 対 応 に

よる もの と考 え られ,80年 代 に設 置 され た もの は公 健 法 賦 課 金 に よ る もの と考

え られ る。 環境 補 助 金 は80年 代 に誰 置 され た もの につ い て最 大1年 程 度 そ の 設

置 を 甲・め た 可 能性 が あ る にす ぎな い 。

〔6)省 エネルギー

図9を も う一一度 み る と,一 貫 製 鉄 所 の エ ネ ル ギー 消 費量 は,1973年 度 を100

とす る と1985年 に は73ま で 減 っ て い る。 しか し,粗 鋼 トン当 た りの エ ネ ル

ギー原 単位 でみ る と85年 度 は73年 度 の97%で あ り,そ の意 味 で の 省 エ ネ は ほ と

ん ど進 んで い ない 。 しか し,日 本 鉄 鋼 連 盟 に よれ ば,粗 鋼 か らの加 工 に よ りつ

くられ る最 終 製 品 の うち,.エ ネル ギ ー 多消 費 型 の 高 級 種 の 占め る割 合 が増 加 し

た こ と を考 慮 し,各 工 程 に お け るエ ネ ルギ ー原 単 位 が73年 のそ れ で あ った 場 合

の生 産 構 成 補.1E原 『幾位 と比 較 す る と,85年 に6118%の 省 エ ネが 進 ん だ とい う1%

一 貫 製 鉄 所 の 省 エ ネ に つ い て は
,あ る メ ー カー の2億 円/件 以 下 の省 エ ネ投

資 対 効 果 は1974,77,80,83年 度 にそ れ ぞ れ65,35,19,17兆C8レ 年 ・億 円 で

18)日 本鉄鋼 連盟 〔1993〕『一.'貫製鉄所 の省エ ネルギ ー対策 とその成 果』
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図⊥Oの単位熱量 当た りエ ネルギー 価格 に注ユ9の省エ ネ投資対効果 をかけ,そ の

逆数 を とった。

電力 については図12資 料の電 力価格 を用いた.電 力 〔効率35%:;は 参考.のため

に,発 電 にかかる熱:量を省ニ ネする とい うゴ考え方で エKwh-251(:噛 酬 を昌]いた

〔理論値iよ1Kwh=860k.,0ウ

図14賦 課 金 考 慮 の 有 無 別 省 エ ネ投 資 回 収年 数
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「考慮 しない」 は図上3の値 と同 じ.「 考慮す る」 は図10の 単位熱量 当た りの価格 に単

位熱量 当た り賦課金額 を加え,こ れ に注19の 省エネ投資財効果をかけ,逆 数 をとった,,

あ っ た と の 資 料 が あ る 助。 こ こ で の``投 資"に は,一 件 当 た り240万 円 以 下 の

19>新 日本製鐵株式会社八 幡製鉄所 「八 幡製鉄所 省エ ネルギー560万 へ の挑 戦一111,

195ペ ー ジ。
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もの も含 んで お り,大 きな投 資 を必 要 と しない で 省 エ ネ効 果 を あ げ る,一 般 的

には操 業 改 善 と呼 ば れ る もの も含 んで い る もの と考 え られ る 。 ま た,投 資 対 効

果 の高 い ものか ら順 に実 施 さ れ るた め に,年 を追 う毎 に 投 資 対効 果が 減 少 す る

ので は な いか と考 え られ る。 この 資 料 の あ った 文 献 に は,投 資 回 収 年 数1,5年

で ほ採 用 され な い が,1。2年 な ら採 用 され た とい う記 述 が あ る の で,省 エ ネ投

資 回収 年 数 を試 算 し,図13に 示 した。 省 エ ネ対 象 とな るエ ネ ル ギ ー に よ り,そ

の単 位熱 量 当 た り価 格 が 異 な るか ら,何 を対 象 とす るか で投 資 回収 年 数 は 異 な

る。 エ ネ ル ギ ー価 格 が 高 け れ ば 回収 年 数 は 短 くな るか ら,先 の1.2年 を分 岐 点

と考 え る と,石 油 系 お よ び電 力 が 省 エ ネ対 象 と して選 ば れ て い った もの と考 え

られ る。 さ て,こ こで,エ ネル ギー 使 用 に伴 い発 生 す るsoxに 賦 課 さ れ る公

健法 賦 課 金 額 を,エ ネ ル ギ ー価 格 に織 り込 ん で 考 え た場 合 の投 資 回 収 年 数 を 図

14に 示 す 。 す る と,賦 課料・率 の高 い 大 阪 地 域 な どで は,賦 課 金 が 投 資 回 収 年 数

に無 視 で きな い 影 響 を与 え て い る こ とが わ か る が,先 の1.21Fを 分 岐 点 と考 え

る と,74～83年 度 の期 間で は,公 健 法 賦 課 金 は,小 規 模 省 エ ネ投 資 の 採 否,そ

して こ の 手段 を 用 い て のSox排 出削 減 に ほ とん ど影 響 を与 え なか っ た と考 え

られ る。 投 資 回収 年 数 に よ る投 資 の 可 否 の 決定 は,経 済学 的 に は厳 密 には 正 し

くない が,簡 便 な た め,低 額 な もの につ い て は利 用 され る こ とが 多 い よ うで あ

る。

一 件 当 た りの投 資 が 高 額 で あ るTRTやCDQは
,い ず れ も排 熱 ・排 圧 を 回

収 し発 電 を行 な う もの で あ る。 も し両 設 備 が,購 入 電力 を省 エ ネ対 象 とす るな

ら,製 鉄 所 自 身 のSOx排 出 量 は減 らな い が,自 家 発 電 に よ る電 力 を対 象 とす

る な ら,Sox排 出 削 減 に寄 与 す る こ とに な る。 と こ ろで,電 力 を熱 量 に換 算

す る場 合 には,理 論値 を用 い るか,発 電 に必 要 な熱 量 を用 い るか の 二 つ の 方 法

の どち らか が と られ る が,こ の 件 に 関 し得 られ た デ ー タが どち ら の換 算 か,

は っ き り しない の で,こ こで は検 討 しない こ とにす る。
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表8

政策手段
直接規制 住 に公害防止協定) 公健法賦課金

.公害防止投資

への助 成策削減手段

生産量の

減少

■70年 代初期の焼結鉱 の減

産

■焼結鉱 の海外生産

□粗鋼生 産の企 業内調整

□粗鋼生産の企業内調整 X

鉄鉱石の

低硫黄化

■70.年代 の鉄鉱硫 黄分平均

値 の低下

■ 高硫黄鉱石の企業 内調整

■硫酸燐鉱の使 用減

[]鉄 鉱石硫黄分平均値の低

.r

□ 高硫黄原料炭の企業内調

整

x

燃料の低
硫黄化

□高硫黄原料炭の企業内調

整

L高 硫黄原料炭の企業内調

整

x

原料炭の

低硫黄化

■使用燃料の低硫黄化 口石油系燃料の低硫黄化 ×

脱硫装置
の設置

■70f代 の焼結炉排煙脱硫

の設置

■80年 代の焼結炉排 煙脱硫

装置の設置

□80年 代 の焼結

炉排 煙脱硫 装置

設置の1年 程度

の早期化

省エネルギー ?
一(小 規模投資)

?(大 組模投資)

?

■:寄 与 した と考 え られ る ウ

[:寄 与 し た 可能 性 が あ る 。

:寄 与 しな か っ た。

×;本 来,関 係 が ない 。

?:わ か ら な い,

Vま と め

本研究で明らかになった,一 貫製鉄所のSOx排 出削減に対する各環境政策

.手段の寄与をあらためてまとめると,表8の ようになる。

本研究の範囲内では,sox削 減を中心的に担ったのは直接規制(.ギ に公害

防止協定)で あ り,公 健法賦課金は追加的な削減をもたらし,環 境補助金の寄

与はかなり小さかったと考えられる。

公害防止協定の寄与度と公健法賦課金や補助金のそれとを定量的に分離する
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には,.各製鉄所の公害防.IE協定の内容の推移の資料が必要である。また,省 エ

ネルギー投資について,そ の建設 ・操業費用や性能等の資料があれば,こ れに

対する政策手段の寄.与も検討ができる。資料面から本研究を改善する方向は,

上記2つ が特に重要であると思われる。

また,本 研究では,公 害防止準備金が全く取 り崩 されていないことなどから,

環境補助金の企業の公害対策推進への寄与はかな り小さいとしたが,公 害防止

投資資金調達が困難であったか どうかの断定は,よ りつ っこんだ実証研究が待

たれる。一方,資 金調達がそれほど困難でなかったとしても,補 助金の導入な

しには,現 実に導入された公害防止協定を含む直接規制の規制値の設定は,鉄

鋼業を含む産業界からの強い反対で難 しかったのではないかということも考え

られる。この議論の検討には政治過程を取 り込んだ分析が必要であるが,本 研

究はそのような分析への展開の,狭 義の経済学の実証的基礎の一一部となるであ

ろう。
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論 文(1〕(159巻5・6号)の 図1に おい て,白 ぬ き三 角 形 はC製 鉄 所,灰 色 四角 形 はB

製鉄 所,で あ る。


